
個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 企画推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

１　高速移動の網を広げる

（１）広域アクセスの強化

広域アクセス道推進事業 継続事業

鉄道及び道路の利便性向上、アクセス強化に向け、近

隣及び関係市町村との広域連携により、国・府に対して

要望活動等を実施する。

鉄道や道路の整備促進事業に係る要

望活動等

鉄道や道路の整備促進事業に係る要

望活動等

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

京阪神都市部へのアクセスの向上及び時間短縮を図

るとともに、日本海側市町村とのアクセス強化について

も取り組みが必要である。

鉄道や道路の整備促進事業に係る要

望活動等

鉄道や道路の整備促進事業による南丹市の発展に寄

与する。

京阪神都市及び日本海側市町村へのアクセスが向上

する。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

0

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

京都縦貫自動車道の早期完成

山陰本線（園部以北）複線化の早

期実現

京都縦貫自動車道の早期完成

山陰本線（園部以北）複線化の早

期実現

京都縦貫自動車道の早期完成

山陰本線（園部以北）複線化の早

期実現

0

0

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 0
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 企画推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

２　鉄道をさらに便利にする

（１）ＪＲ山陰本線の複線化

JR山陰本線利用促進事業 継続事業

ＪＲ山陰本線京都園部間の複線化が22年3月に完成。

今後も、園部駅以北における複線化実現に向けた要望

活動、利用促進事業等を実施する。

ＪＲ山陰本線園部駅以北の利便性向上

に向けた要望活動、利用促進事業等

の実施

ＪＲ山陰本線園部駅以北の利便性向上

に向けた要望活動、利用促進事業等

の実施

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

山陰本線における利用者の増加及び園部駅以北の複

線化に向けた取り組みが必要である。
ＪＲ山陰本線園部駅以北の利便性向上

に向けた要望活動、利用促進事業等

の実施

ＪＲ山陰本線の複線化促進事業による南丹市の発展に

寄与する。

複線化による利便性の向上、生活圏の拡大及び定住

人口、流入人口の増加、企業誘致や観光イベントの開

催による鉄道利用者の増加が見込まれる。

また、園部駅以北の複線化事業実施への機運の向上

が図れる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

5,000

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

ＪＲ山陰本線京都園部間の複線化

後における利用者の増大及び園部

駅以北における複線化の実現

Ｒ山陰本線京都園部間の複線化後

における利用者の増大及び園部駅

以北における複線化の実現

Ｒ山陰本線京都園部間の複線化後

における利用者の増大及び園部駅

以北における複線化の実現

5,000

5,000

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 1,000
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

２　鉄道をさらに便利にする

（２）鉄道を活かしたまちづくり

駅周辺整備・管理維持事業 継続事業

南丹市自転車等駐車条例

ＪＲ園部駅利用者の利便性を高める都市施設の維持管

理とともに駅周辺の美化に努め、ＪＲ園部・八木駅の自

転車利用者の利便性を高めるための駐輪場の管理を

行い、放置自転車の排除等を行なう。

駅周辺の都市施設、駐輪場の維持管

理

駅周辺の都市施設、駐輪場の維持管

理

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

園部駅周辺都市施設の整備、維持管理業務を行い、Ｊ

Ｒ園部・八木駅の駐輪場の維持管理を行なうとともに園

部駅東口・吉富駅周辺について府道の改良、土地区

画整理事業との連携により整備する必要がある。

駅周辺の都市施設、駐輪場の維持管

理

園部駅周辺の都市施設の整備、維持管理を行う一方

駅周辺の公共施設における自転車等の駐車秩序を確

立する。

ＪＲ園部・八木駅の利用者の利便性を高め、駅周辺の

環境の保全を図る。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

20,862

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

園部駅エレベーター・トイレ・駅広

場の維持管理

園部・八木駅の駐輪場の維持管理

園部駅エレベーター・トイレ・駅広

場の維持管理

園部・八木駅の駐輪場の維持管理

園部駅エレベーター・トイレ・駅広

場の維持管理

園部・八木駅の駐輪場の維持管理

20,317

20,317

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 20,415

210



個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 土木管理課、企画管理部 企画推進所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

３　安全で快適な主要道路でつなぐ

（１）広域幹線道路

広域幹線道路整備促進事業 継続事業

道路法

国道の危険箇所等未整備区間について早期整備によ

る機能強化を図るため、関係市町で組織する整備促進

協議会等により結束して整備促進を国・府に対し要請

していく。

国道の整備促進の要望

・国道 9 号線

・国道162号線

・国道372号線

・国道477号線

国道の整備促進の要望

・国道 9 号線

・国道162号線

・国道372号線

・国道477号線

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

国道は京都縦貫道と連携して近隣市町村を結ぶ広域

幹線として市民生活を支えている重要な施設であり、常

時良好な状態に保つ必要があるため、危険箇所や未

整備区間の早期整備を促進する必要がある。

国道の整備促進の要望

・国道 9 号線

・国道162号線

・国道372号線

・国道477号線

地域生活の安心・安全を確保するための道路整備に必

要な財源確保や自然災害時の緊急輸送等に対応でき

る道路の早期整備、道路環境改善対策を一層促進す

る。

広域を結ぶ国道の道路整備や地域の交流・連携などを

支える道路網整備の推進が図れる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

833

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

国や府に対して要望活動を継続

し、予算確保と整備促進を図り、安

全・安心で快適な生活環境基盤を

整える。

国や府に対して要望活動を継続

し、予算確保と整備促進を図り、安

全・安心で快適な生活環境基盤を

整える。

国や府に対して要望活動を継続

し、予算確保と整備促進を図り、安

全・安心で快適な生活環境基盤を

整える。

833

833

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 833
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

３　安全で快適な主要道路でつなぐ

（２）地域幹線道路

都市計画街路事業 継続事業

都市計画法

市街地の活性化や利便性の機能向上を図るとともに、

公共機関への接続道路として整備促進する。

　・上本町佛大線外1線

　・内環状線

　・栄小山東町線外2線

　・八木環状線

　・美園栄町線

事業用地の確保及び建物補償

道路築造

事業認可業務

事業用地の確保及び建物補償

道路築造

測量設計業務

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

まちづくりを進めるうえで骨格となる街路事業を進めるこ

とが急務である。
事業用地の確保及び建物補償

道路築造

中心市街地の再整備、新市街地を形成するうえで必要

となる骨格道路整備、広域幹線道路へのアクセス道路

として整備を行なう。

交通環境の改善、市街地の活性化、交通渋滞の改善

が図られる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

425,496

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

用地買収　1式

道路築造　1式

用地買収　1式

道路築造　1式

事業認可業務　１式

用地買収　１式

道路築造　１式

設計積算業務　１式

162,440

213,040

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 339,986

212



個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 道路河川課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

３　安全で快適な主要道路でつなぐ

（２）地域幹線道路

道路新設改良事業 継続事業

道路法

府道及び幹線市道については市域の一体性を確保す

るため、利便性の向上と災害に強い道づくりを進める。

また、その他の市道については生活道路としての利便

性、安全性の確保に向けて、地域の実情に応じた整備

を進める。

・ 社会資本整備総合交付金事業　　　　　　    ３路線

・地方特定道路整備事業　                          ４路線

・過疎対策事業  　　　　　　　　　　　　　　　　２１路線

・その他道路事業　　　　　　　　　　　　　　　　　２路線

南丹市道の新設・拡幅・舗装道路計画

に伴い道路改良事業を実施及び府道

等の整備並びに整備促進を図る。

・本郷垣内線他　　１７路線

・国道４７７号他    ２４路線

南丹市道の新設・拡幅・舗装道路計画

に伴い道路改良事業を実施及び府道

等の整備並びに整備促進を図る。

・本郷垣内線他　　２２路線

・国道４７７号他    ２４路線

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

安全で快適な道路の整備は、暮らしの利便性の確保や

過疎集落の維持等に関わる重要施策であり、過疎化防

止や新たな街づくりに繋げる道路としての機能整備と

合併に伴う市域の一体性を確立するための整備が必

要である。

南丹市道の新設・拡幅・舗装道路計画

に伴い道路改良事業を実施及び府道

等の整備並びに整備促進を図る。

・本郷垣内線他　  ２１路線

・国道４７７号他    ２４路線

地域の実情に応じた市道・府道の整備改良に努め、生

活道路の安全性、利便性の確保に向けた既設道路の

整備を推進し、地域道路・広域道路等の整備を計画的

に進める。

道路の安全性・利便性の向上により安心・安全で快適

な生活環境基盤が整えられ、更には地域経済の発展と

地域活性化が図れる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

475,410

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

　道路新設・拡幅・舗装事業に伴う

主な内訳

・道路改良・舗装工事　       　1式

・測量設計業務委託他　　　　 1式

・公有財産購入及び補償　　　1式

　道路新設・拡幅・舗装事業に伴う

主な内訳

・道路改良・舗装工事　       　1式

・測量設計業務委託他　　　　 1式

・公有財産購入及び補償　　　1式

　道路新設・拡幅・舗装事業に伴う

主な内訳

・道路改良・舗装工事　       　1式

・測量設計業務委託他　　　　 1式

・公有財産購入及び補償　　　1式

460,500

354,500

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 342,351

213



個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 土木管理課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

３　安全で快適な主要道路でつなぐ

（３）安全で快適な道づくり

道路・橋梁維持管理事業 継続事業

道路法

市管理道路の維持管理は、道路付属施設も含め緊急

度・通行量等を考慮して、優先順位を検討し計画的に

実施する。また、除雪については道路除雪計画に基づ

き、管内の幹線道路の除雪及び融雪剤散布を行う。

地元要望を踏まえながら、優先順位を

決定し計画的に修繕を行う。

地元要望を踏まえながら、優先順位を

決定し計画的に修繕を行う。

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

近年、市管理道路の舗装面の老朽化・疲労亀裂が増

加傾向である。橋梁点検も旧4町とも行われておらず、

適正管理に支障をきたしている。また、除雪について

は、人員と機器の不足により作業が遅延している状況

である。そういった中で、道路環境における地元要望も

年々増加している。

地元要望を踏まえながら、優先順位を

決定し計画的に修繕を行う。

道路及び付属施設の適切な維持管理を行うことで、安

全・安心な道路交通網を構築する

道路及び付属施設の適切な維持管理をすることによ

り、道路資産の長期的な維持並びに生活道路の安全

確保が図られる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

82,400

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

安全・円滑な通行を確保する。

安全・円滑な通行を確保する。

安全・円滑な通行を確保する。

97,400

97,400

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 70,591
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 企画推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

４　誰もが安心な地域交通システムをつくる

（１）バス交通

バス運行事業 スクールバス運行事業 継続事業

道路運送法

南丹市スクールバス条例

小・中学生の通学のためのバスを運行する。

小・中学生の通学ためのスクールバス

運行

小・中学生の通学ためのスクールバス

運行

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

小・中学校に通学する児童生徒の交通手段を確保並

びに通学時に事故、犯罪、野生動物等から児童・生徒

を守り安全を確保するためにバスを運行する必要があ

る。

小・中学生の通学ためのスクールバス

運行

小・中学生の通学のためにバス運行を運行させる。

通学のための交通手段確保ができる。

通学時の安全確保ができる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

97,616

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

利便性の向上

通学時の安全確保

利便性の向上

通学時の安全確保

利便性の向上

通学時の安全確保

92,616

102,616

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 77,616

215



個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 企画推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

４　誰もが安心な地域交通システムをつくる

（１）バス交通

バス運行事業 市営バス運行事業 継続事業

南丹市市営バス運行事業に関する条例

路線バスを運行する。

バス路線運行

　京北線　美山園部線　川谷線　日吉

ダム線

バス路線運行

　京北線　美山園部線　川谷線　日吉

ダム線

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

地域住民の交通手段を確保するために、生活交通とし

てのバスを運行をする必要がある。
バス路線運行

　京北線　美山園部線　川谷線　日吉

ダム線

交通弱者に対しての交通手段を確保する。

地域住民の交通手段が確保できる。

年間　５３，８５３人の利用

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

28,642

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

交通弱者の利便性の向上

交通弱者の利便性の向上

交通弱者の利便性の向上

28,642

28,642

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 28,642
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 企画推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

４　誰もが安心な地域交通システムをつくる

（１）バス交通

バス運行事業 生活路線バス運行事業 継続事業

生活交通確保のためバス運行の委託を行う。また、民

間事業者のバス運行継続のため補助を行う。

さらに、デマンドタクシー（デマンドバス）事業の実証実

験を実施する。

南丹市民の生活交通確保のため運行

補助等の実施。

地域の実情に応じた適切なバス運行の

計画及び路線、等の検討を行う。デマ

ンドタクシー（デマンドバス）事業の実

証実験を実施する。

南丹市民の生活交通確保のため運行

補助等の実施。

地域の実情に応じた適切なバス運行の

計画及び路線、等の検討を行う。デマ

ンドタクシー（デマンドバス）事業の実

証実験を実施する。

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

南丹市民の生活交通の維持確保を行うため、バス運行

及び補助が必要である。
南丹市民の生活交通確保のため運行

補助等の実施。

地域の実情に応じた適切なバス運行の

計画及び路線、等の検討を行う。デマ

ンドタクシー（デマンドバス）事業の実

証実験を実施する。

市民の生活交通確保を行う。

事業実施により、市民の生活交通確保が図れる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

68,300

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

対前年度　利用者１％増

デマンド交通の利用による市内交

通網の利便性の向上。

対前年度　利用者１％増

デマンド交通の利用による市内交

通網の利便性の向上。

対前年度　利用者１％増

デマンド交通の利用による市内交

通網の利便性の向上。

58,300

58,300

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 58,300
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 情報推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

５　双方向の情報通信基盤をつくる

（１）情報基盤

地域情報通信基盤整備事業 継続事業

南丹市地域情報通信ネットワーク施設に関する条例

全域の光ファイバーケーブル網の完成を基礎に、市民

の豊かな暮らしを支える充実した公共情報サービスを

実現していく。

園部地区伝送路光ファイバー化事業

着手

（平成23年度～平成25年度）

園部地区伝送路光ファイバー化事業

着手

（平成23年度～平成25年度）

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

平成20年4月より市内全域でサービスを提供。今後は、

ハード整備完了後のソフト面での運用や、ＣＡＴＶ、イン

ターネットの加入促進を図る必要がある。また、平成24

年以後の園部地区の光ファイバー化の検討が必要。

園部地区伝送路光ファイバー化事業

着手

（平成23年度～平成25年度）

合併に伴い、旧園部町で実施してきたケーブルテレビ

を市内全域に拡張し、難視聴地域の解消と都市との情

報格差をなくし、併せて行政情報の提供を始めとした

行政サービスの充実を図るため実施する。

難視聴地域の解消、都市との情報格差解消、行政情

報の提供を始めとした行政サービスの充実が図れる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

21,000

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

園部地区伝送路光ファイバー化の

調査・設計

園部地区伝送路光ファイバー化の

工事着工

園部地区伝送路光ファイバー化の

工事完了

321,000

503,150

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 2,157
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 情報推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

５　双方向の情報通信基盤をつくる

（２）情報提供

情報提供推進事業 継続事業

南丹市地域情報通信ネットワーク施設に関する条例

・地域情報化計画の策定及び見直しを行う。

・ＣＡＴＶ自主制作番組及びホームページによる番組の

動画配信を充実させる。

・その他ＣＡＴＶネットワークを活用した情報提供サービ

スを行う。

ＣＡＴＶ自主制作番組及びホームペー

ジによる番組の動画配信の充実。

地域情報化計画の策定及び見直し。

ＣＡＴＶ自主制作番組及びホームペー

ジによる番組の動画配信の充実。

地域情報化計画の策定及び見直し。

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

市内全域にＣＡＴＶネットワークを構築し、一定ハード面

での整備は進んできた。また、デジタル対応の機器整

備も完了した。今後は、ケーブルテレビの自主放送等

のソフト面での情報提供サービスの充実を図っていく必

要がある。

ＣＡＴＶ自主制作番組及びホームペー

ジによる番組の動画配信の充実。

地域情報化計画の策定及び見直し。

市民への映像による情報提供の推進

行政情報やコミュニティ情報を映像により迅速に市民に

提供し、行政や地域への関心を高め、地域の活性化を

図っていける。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

0

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

行政情報やコミュニティ情報を映像

により迅速に市民に提供し、行政

や地域への関心を高め、地域の活

性化を目指す。

行政情報やコミュニティ情報を映像

により迅速に市民に提供し、行政

や地域への関心を高め、地域の活

性化を目指す。

行政情報やコミュニティ情報を映像

により迅速に市民に提供し、行政

や地域への関心を高め、地域の活

性化を目指す。

0

0

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 0
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
企画管理部 情報推進課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

５　双方向の情報通信基盤をつくる

（３）情報環境

情報リテラシー推進事業 継続事業

パソコン講習会の実施等を行い、情報通信ネットワーク

の利活用を推進する。

パソコン講習会の実施等

パソコン講習会の実施等

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

市内全域にＣＡＴＶネットワークを構築し、一定ハード面

での整備は進み、高速のインターネット環境も整備でき

た。今後はこれらを使いこなしていく利用者を増加させ

ていくためにもパソコン講習会等ソフト面で充実を図っ

ていく。

パソコン講習会の実施等

高度情報通信ネットワークを利用していける利用者を増

加させ、ＣＡＴＶネットワークへの加入者を増やしてい

く。

市民が情報リテラシーを向上し、高度情報通信ネット

ワークでの様々なサービスを使いこなしていける。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

0

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

パソコン講習修了者を、年20名以

上とする。

ＣＡＴＶインターネットサービス利用

者を43％まで増やしていく。

パソコン講習修了者を、年20名以

上とする。

ＣＡＴＶインターネットサービス利用

者を46％まで増やしていく。

パソコン講習修了者を、年20名以

上とする。

ＣＡＴＶインターネットサービス利用

者を49％まで増やしていく。

0

0

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 0
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（１）都市計画

都市計画策定事業 継続事業

生産緑地法・都市計画法・都市緑地法

市街化区域内の土地利用計画を進めるにあたり、都市

計画マスタプラン及び緑の基本計画策定業務を進め

る。

生産緑地地区の土地利用に係る都市

計画を実施

生産緑地地区の土地利用に係る都市

計画を実施

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

都市計画のまちづくり方針を策定し実現するための重

点施策を定める。
生産緑地地区の土地利用に係る都市

計画を実施

市街化区域内の円滑な土地利用による都市計画を実

施する。

都市計画のまちづくり方針を策定することにより、良好

な都市環境の形成を図る。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

682

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

都市計画区域内の土地利用及び

緑地計画が明確となる。

都市計画区域内の土地利用及び

緑地計画が明確となる。

都市計画区域内の土地利用及び

緑地計画が明確となる。

500

500

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 6,203
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
農林商工部 商工観光課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（２）商業

経営改善普及事業 継続事業

中小企業基本法

商工会法

商工会員である、地元小規模商工業者の経営の安定

化と振興を図るため、商工会の行う経営改善普及活動

に対して支援する。

中小商工業者にきめ細かい経営支援

を実施するため、商工会の経営改善普

及事業活動を支援する

中小商工業者にきめ細かい経営支援

を実施するため、商工会の経営改善普

及事業活動を支援する

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

中小商工業者からきめ細かい経営支援を求められてい

る。
中小商工業者にきめ細かい経営支援

を実施するため、商工会の経営改善普

及事業活動を支援する

魅力ある商業の集積を促すため、商工会の活動を支援

し、中小商工業者の経営改善を図る。

高度で専門的な経営支援が受けられる。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

26,945

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

経営支援体制の整備

商工会組織率の向上

経営支援体制の整備

商工会組織率の向上

経営支援体制の整備

商工会組織率の向上

26,945

26,945

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 24,250
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
農林商工部 商工観光課、農林商工部 商工観光所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（２）商業

商工振興助成事業 継続事業

商店街の現状を詳細に分析し、今後の商店街の振興

策を計画立案するため、商工会が行う研究事業に対し

支援する。

商店街の現状を分析し、今後の振興策

を図るための調査研究費に助成する。

店街の現状を分析し、今後の振興策を

図るための調査研究費に助成する。

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

郊外型大型店が増加した近隣市町に消費の流失が激

しい。
商店街の現状を分析し、今後の振興策

を図るための調査研究費に助成する。

市内の商店街の活性化を図る。

商品販売額が増加する。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

1,000

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

年間商品販売額の増加

年間商品販売額の増加

年間商品販売額の増加

1,000

1,000

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 1,000
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（３）地域の核となる市街地整備と定住促進

雨水排水事業 継続事業

下水道法

近年、頻繁に起こる短時間の集中豪雨により市街地の

浸水被害が多く、これを未然に防止するための排水路

整備を行なう。

園部川第４排水区の整備

園部川第４排水区の整備

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

現状の市街地については、集中豪雨等による浸水被

害が多く、早急な対策を行なうことが良好な市街地を形

成するうえにおいて急務である。

天神川第1排水区の整備

市街地における浸水被害を防止する。

市街地における浸水被害が防止され、良好な市街地が

形成される。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

43,216

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

天神川第１排水区のうちA=1.25ha

の供用を目指す

園部川第４排水区A=1.9haの内、

A=0.36haの供用を目指す

園部川第４排水区総ての供用を目

指す

42,216

42,216

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 25,606
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（３）地域の核となる市街地整備と定住促進

土地区画整理事業 継続事業

都市計画法

土地区画整理法

中心市街地の再整備を街路事業と一体的に進め、公

益機能整備、既存商店街の集約等により中心市街地

の再生に努める。また、ＪＲ駅周辺の新たな市街地整備

推進により、雇用の創出、定住人口の増加を図る。

　・本町土地区画整理事業A＝2.5ha

　・内林町土地区画整理事業A=23.0ｈａ

　・吉富駅西土地区画整理事業A=22.8ha

　・八木駅西土地区画整理事業A=10.5ha

　・小山東町土地区画整理事業A=17.3ha

土地評価、仮換地設計、換地割込み、

区画整理実施設計業務及び、築造工

事の実施

土地区画整理事業の事業認可取得、

実施計画書作成業務を行なう。

土地評価、仮換地設計、換地割込み、

区画整理実施設計業務を行う。

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

中心市街地の再整備を行なうとともに、新市街地の整

備を行い、住環境の整備を行なうことにより定住化を促

進し人口の増加に努めることが急務である。

建物移転、宅地区画の整備、区画道路

の築造、詳細設計、土地区画整理実施

設計

中心市街地の再整備により市街地の再生、ＪＲ駅周辺

地区の新たな市街地整備により快適な住環境の創生

及び定住促進を目的とする。

密集市街地の防災効果、ＪＲ駅周辺整備による定住化

により、中心市街地の活性化を支援するとともに人口増

に寄与する。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

73,210

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

物件移転　1式

宅地整備　1式

道路舗装　1式

土地区画整理実施設計　１式　

仮換地指定を行い工事着手を目指

す

土地区画整理事業の事業認可（組

合設立認可）取得を目指す。

仮換地指定を行い工事着手を目指

す。

16,860

58,860

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 218,410
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個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書個    別    事    業    計     画     書

(単位：千円)
土木建築部 都市計画課所管部署所管部署所管部署所管部署：：：：

第３章　人・物・情報を高度につなげる

６　にぎわいの市街地をつくる

（４）身近な公園緑地

都市計画公園事業 継続事業

都市公園法

市街地において、魅力ある公園の整備を進め、地域の

コミュニティや快適な居住空間を提供する公共空間とし

て計画的に公園整備を進める。

　・横田公園、小山東町公園、内林町公園、八木東公

園

維持管理業務

維持管理業務

事 業 名 細 事 業 名 新 継 区 分

具体的な実施

内　　容

当該年度における事業の実施内容

現状の課題

事 業 の 目 的

事 業 の 効 果

新市街地の都市計画公園の整備が急務である。

維持管理業務

快適で潤いのある居住空間を形成するための、公園整

備を進め、緑に包まれたまちづくりの推進を図る。

市民相互の憩いの場や、レクレーションの場として活用

される。

各

計

画

年

度

ご

と

の

事

業

概

要

と

目

標

・

事

業

費

事業計画期間 平成 23 年度   ～   平成
当該年度に目指す成果・効果

12,323

事業費

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

年度

良好な都市環境の維持

良好な都市環境の維持

良好な都市環境の維持

12,323

12,323

総合振興計画

の 位 置 づ け

25 年度

根拠法令等

平成22年度　予算現額 46,527
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